
４．１ インターネットアウトリーチ
１９９２年９月３０日に高エネルギー加速器研究機構のサー

バーにおいて，本邦初のホームページがインターネット上

に公開された［１］．その後，インターネットは研究者の独

占物とはならず，重要な情報インフラのひとつとして広く

一般的に利用されつつ，著しい発展を現在もなお続けてい

る．核融合分野においても，インターネットは早期から研

究や広報に活用されている．本誌においては，１９９７年４月

号の「インターネットと核融合研究」という小特集が組ま

れ，研究への応用事例に加えて，当時の核融合関連研究機

関や大学の研究室のホームページが紹介されており，イン

ターネットアウトリーチの萌芽が垣間見られる［２］．

その後の日進月歩の情報技術の発展とともに，インター

ネットにおける情報の伝達形態も変遷してきた．当初は，

情報発信者がコンテンツを一方向的に提示するホームペー

ジの活用が中心であった．２００４年頃には，よりダイナミッ

クな情報発信を志向して，日記形式のブログが流行し

た．２００９年頃にはスマートフォンの隆盛とともに，リアル

タイム性を重視する短文投稿とその繋がりに特化した

Twitter が広く用いられるようになった．また，mixi そし

て Facebook のようなソーシャル・ネットワーキング・

サービス（SNS）におけるコミュニティサイトを媒介とし

た双方向性の情報交流が活発化している．著者が知る限り

においても，Facebook には「核融合科学研究者」という

１５０名を超えるコミュニティが存在しており，イベント等

の案内や海外の核融合関連の最新ニュースの共有等に活用

されている．このように，個人やコミュニティ単位でのイ

ンターネットの活用方法は，ホームページやブログのよう

に情報をストックし，一方向的に提示するよりも，SNS

のように双方向的かつリアルタイム性の高い情報のフロー

を通した，（リアル，ヴァーチャルを問わない）コミュニ

ティ内の連帯感の醸成を重要視するようになってきてい

る．高エネルギー加速器研究機構（KEK）や宇宙航空研究

開発機構（JAXA）のような一部の研究機関はTwitterの活

用を行っているものの（ちなみにKEKは５千人以上，

JAXAは１７万人以上のフォロワーを有する），多くの研究

機関の場合，一般向けのコンテンツを含むにしても，一方

向的な情報の伝達を志向したホームページやブログの設置

に留まっている．

海外に目を向けると，ITER機構本部はホームページの

ニュースラインを通して，社会に対して活発に情報を発信

している．これらはTwitter や Facebook 等で共有され，

ITERに直接的に参画していない研究者にとっても貴重な

情報源となっている．しかし，ITERに関するコンテンツ

の日本語化は静的なホームページ関連のものにとどまって

おり［３］，ニュースラインに流れるアクティブな情報資源

は英文オリジナルに頼るしかない状況であり，広く一般に

共有可能な情報とはなっていない．

我が国のアウトリーチ活動は，文部科学省科学技術・学

術審議会の資料によると，「国民の研究活動・科学技術へ

の興味や関心を高め，かつ国民との双方向的な対話を通じ

て国民のニーズを研究者が共有するため，研究者自身が国

民一般に対して行う双方向的なコミュニケーション活動」

であると定義されている［４］．このことからも，コンテン

ツを一方向的に提示するのみならず，研究者と社会をつな

ぐ双方向性の仕組みを構築し，活用することが期待されて

いるといえる．

しかしながら，インターネットアウトリーチには，他の

アウトリーチ手法と同様に，メリットばかりではなく，デ

メリットも存在する．文献［２］において早くも指摘されて
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いる点であるが，特定の研究者らの個人的なボランタリー

精神に頼るようなコンテンツの更新システムには限界があ

る．また，研究者個人への過剰な依存は，メディアリテラ

シーの理解不足からいわゆる「炎上」が生じ，研究者個人

のみならず組織へと飛び火することさえ懸念されるため，

ガバナンスの観点からも推奨されない．また，インター

ネット上の情報は，たとえ間違った情報でも消滅し難いと

いう特性も，アウトリーチ活動を躊躇させる理由のひとつ

であろう．言うまでもなく，科学の発展において，新たに

提示された情報は，専門家による検証を乗り越えたものが

一般化し，公衆に提示されるというサイクルが重要な役割

を果たしてきた．しかし，インターネット上の情報につい

てはこのようなサイクルは必ずしも成立せず，明白な間違

いを含む情報についても消去されることなく，時には増大

して，公衆の視界内に澱のように残存し続けることにな

る．このような状況においてこそ，双方向性のインター

ネットアウトリーチの重要性が増してくると考えられる．

ここでは，今後の核融合分野におけるインターネットア

ウトリーチの効用を高めるために，インターネットにおけ

る核融合の位置付けに関する現状を分析する．次に，イン

ターネットアウトリーチの方法論のひとつとして「核融合

ポータル」の可能性を提示する．筆者はインターネットや

情報技術の専門家ではないが，大学院生時代（１９９８年頃）

より所属する研究室のホームページを構築・運営し，ま

た，個人的にも核融合ポータルを指向したホームページの

設置を通したアウトリーチを試みた経験もある．本論文

は，これらの活動から導かれた主観的な意見も多く含むと

思われるが，インターネットアウトリーチ活動の論評を目

指すものではない．収集したデータや参考資料に基づい

て，よりよいインターネットアウトリーチの方向性につい

て議論を深めることを意図している．

４．２ インターネットにおける核融合の現状
４．２．１ Wikipedia における核融合

執筆時点においては，検索サイトのGoogle において「核

融合」をキーワードとして検索すると，WEB百科事典とし

て広く知られるWikipediaにおける「原子核融合」と「核融

合炉」の項目がトップに表示される．Wikipedia によると，

Wikipedia は，２００１年１月に英語版が発足し，翌年には日

本語にも対応したとされている．編集履歴を見ると，２００３

年４月には「原子核融合」という記事が初めて出現してお

り，「軽い元素が融合してより重い元素になる反応．」とい

うシンプルな解説が付けられていた．その後，様々な編集

者によって手が加えられ，現在では核融合に関連する記事

として４２項目がカテゴライズされており，「トカマク型」

などの記事の他に，「核融合科学研究所」や「宇尾光治」な

どの関連組織や研究者個人名も掲載されている．

Wikipedia の記事の信頼性については物議を醸すことが

多いが，WikipediaとBritannicaの正確性は，後者の方が高

いものの同レベルにあるというNature 誌の調査結果もあ

る［５］．ただし，Wikipedia は，基本的に誰でも自由に匿名

で記事を編集できるため，情報の質・量ともにトピックス

や言語ごとに著しい偏りがある．実際に，著者がWikipe-

dia 内の核融合に関する記事を一読しただけでも記述内容

には多くの不満がある．しかし，核融合に興味を持った非

専門家やレポート作成中の初学者がインターネットを用い

て検索して，先ず初めにWikipedia の記事を参考にしてい

る可能性は極めて高く，また大半はその記事しか読まない

傾向にある［６］という点は憂慮すべきである．

これらの結果から，Wikipedia 内の核融合関連の記事に

ついて，専門家による編集を進めることが，アウトリーチ

の観点からも有効であるといえる．Wikipedia の信頼性と

価値について，そしてそれらの向上のために専門家（大学

院生レベルも含む）に期待される役割については，日下に

よる論文［７］に詳しく示されている．しかし，著者も含めた

個人的な編集作業には限界があり，土木学会応用力学委員

会のウィキペディアプロジェクト［８］のように，当学会で

も公的な取り組みとすることが期待される．若手夏の学校

において，参加学生に記事を執筆してもらい，コンペティ

ションを行うのもよいかもしれない．なお，本章を読んで，

Wikipedia の記事の編集に興味をもたれた際には，文献［９］

を参照していただきたい．

４．２．２ その他の検索結果

Google での検索結果では，Wikipedia の項目に続いて，

岡野邦彦氏の個人サイトにおける「核融合とは」という解

説記事がヒットする［１０］．これは，長年の蓄積と，氏の天

体写真家としての活動に関するホームページから流入する

閲覧者の多さが検索上位に繋がっていると推測され，核融

合研究者個人のアウトリーチ活動としてインパクトは極め

て大きいといえる．

これに続いて，文部科学省の「核融合について」や日本

原子力研究開発機構那珂研究所の「那珂博士の核融合入

門」といった一般向けの解説サイトがヒットする．これま

でに示したように，インターネットにおいて核融合に関す

る情報を得ようとする非専門家の大半はWikipedia の情報

を得たところで留まっていることが示唆される．しかし，

核融合に興味を持った初学者がより詳細な情報を得ようと

する場合，これらの核融合コミュニティによって設置され

ているアウトリーチを意識した公的なホームページを活用

していると期待したいところである．一般向けあるいは初

学者向けのホームページの代表的なものには，核融合科学

研究所，日本原子力研究開発機構，核融合エネルギー

フォーラムの設置したホームページが挙げられる．核融合

科学研究所のホームページでは，トップページの「一般の

方へ」から，各種情報へリンクが貼られている．日本原子

力研究開発機構那珂研究所のホームページでは，トップ

ページから，「那珂博士の核融合入門」，「カナちゃんの那

珂研レポート」，「フォトギャラリー」と並んだ一般向けコ

ンテンツにリンクが貼られている．核融合エネルギー

フォーラムは，最近ホームページ構成を一新しており，核

融合入門書の案内等へのリンクがトップページから容易に

辿りつけるようになっている．他にも，大学の研究室では，

京都大学大学院工学研究科福山研究室や，東京大学大学院
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gle において「核融合」で検索した際の上位に提示される．

著者の所属する研究室では，２０１３年よりコンテンツマネ

ジメントシステム（CMS）を導入し，頻繁な情報更新を心

がけるようになったところ，Google の検索結果に当研究室

が示されることが多くなった．個人情報に係らないよう

に，サイトのアクセス解析を適宜行っており，最近の動向

を見ると，１日あたり平均１０人程度の訪問者がある．検索

キーワードの統計を調べると，研究室メンバーの個人名の

他には，研究室メンバーが参加した国際会議名や，研究室

の進めるレゴで核融合炉を作るオープンラボ活動の通称

「京大レゴ部」［１１］でたどり着いているケースがある程度で

あり，アウトリーチとしての寄与は小さいというのが実状

である．核融合に関する研究を志向する大学生等を導くよ

うな仕掛けを考えていく必要がある．

Yahoo! Japanにおける検索機能も，現在ではGoogleの技

術を利用しているので，上位の検索結果はGoogleのそれと

同様であるが，加えて，自社の質問サイトのYahoo!知恵袋

の核融合関連の質問も上位に示される．Yahoo!知恵袋

は，この種の専門的なテーマについて必ずしも質の高い回

答が得られるとは限らないが，少なくとも質問者にとって

は何らかの回答が得られる場所となっているという事実は

重要である．例えば，２０１１年３月２９日には，「核融合は，ど

こまでいっているのですか？」という質問が挙げられてお

り，ポジティブな印象の回答がベストアンサーとして提示

されている．一方，２０１１年４月２日には，「核融合炉は本

当に安全？原子力も安全安全と言いつつ危険でしたが．政

府のこれらの．．．」という質問が挙げられており，質問自体

が核融合に対してネガティブなものとなっている．

Yahoo! Japanでの検索結果は，いわゆる「まとめサイト」

へのリンクも上位に示すようになっている．まとめサイト

とは，インターネット上の膨大な情報を，作成者の視点に

よってブログやWikiの形式でまとめて公開するもので，ア

フィリエイト収入を期待して作成されているものも多いよ

うである．執筆時点において，核融合に関する１８件のまと

めサイトが紹介されている．まとめサイトは，情報収集者

にとっては手軽で便利なサイトではあるが，作成者の意向

が強く反映される点や，著作権上の問題等が懸念される．

４．２．３ 核融合に関する検索動向の分析

核融合に関するインターネット上での検索動向の時系列

を調べることは，社会の核融合に対する見方を捉える上で

有効である．Google は，検索リクエストされたキーワードの

数を人気度として，２００４年１月以降の年次変化を調べるこ

とが可能なGoogleトレンドという機能を公開している［１２］．

そこで，Google トレンドを使用して，「核融合」という検

索キーワードでわが国における検索動向を分析した結果を

図１に示す（２０１４年６月２日調べ）．横軸は西暦年を，縦軸

は期間中最大の検索数を示した月の検索数を１００としたと

きの各月の検索数を人気度として示している．図中に示し

たアルファベットは，キーワードに関して表示されたニュー

スが示された時に対応しており，この時のヘッドライン情報

を表１に記した．トレンドグラフには，数字で示したよう

にヘッドライン情報が示されていないピークがいくつか見

られるが，最大のピークはヘッドライン情報の無い２０１１年

３月となっている．この時には「発電」，「太陽光発電」，

「風力発電」といったキーワードも明瞭なピークを示して

いる．このことから，東日本大震災によって発生した津波

による福島第一原子力発電所の事故を受けて，各種の発電

技術の動向を調べる中で核融合についても検索したことを

反映していると推測できる．また，この時の「核融合」の

検索数が，２００５年６月の ITER建設サイト決定時の倍近く

もあったということは，核融合に対する社会の視点を考え

る上で重要である．表２には，これ以外のピークについて，

対応すると考えられる核融合関連のニュースをまとめた．

以上の分析結果より，核融合に関する情報の検索の動機

の多くは，関連するニュースに対応して，パルス的に発生

していると考えられる．そして，その検索行動後の閲覧先

は，２．１で述べたようにWikipedia である可能性が高い．実

際に，東日本大震災時（２０１１年３月）のWikipediaの検索動

ID 年/月 ニュースのヘッドライン（ソース）

A ２０１３/１０ 熱核融合実験炉の主要部品受注 三菱重
工，３５５億円分（北海道新聞）

B ２０１１/１１ 大日本スクリーン子会社，日本大学と核融合発
電に関する共同開発を開始（日本経済新聞）

C ２０１１/４ 実験用核融合炉「KSTAR」の試験稼動始まる
（中央日報）

D ２０１０/５ 北朝鮮“核融合反応に成功”（NHK）

E ２００９/６ 国際実験炉での核融合は２６年に／主要機器だけ
１８年稼動（四国新聞）

F ２００７/５ 中国が核融合開発へ一歩前進，実験装置を公開
（読売新聞）

G ２００５/６ 核融合炉は南仏建設で決着（山陽新聞）

ID 年/月 関連ニュース（ソース）

① ２０１３/２ JAEA 核融合炉の材料開発環境に必要な中性
子源の開発に前進（マイナビニュース）

② ２０１２/４ 《経済》連続レーザー核融合に成功 光産業創
成大学院大や浜ホトなど（中日新聞）

③ ２０１１/３ 東日本大震災，福島第一原子力発電所事故

④ ２００８/６ 常温核融合（北海道新聞）

⑤ ２００５/５ 核融合炉，誘致撤退も検討（新潟日報）

図１ Googleトレンドにおける「核融合」の人気度の動向．

表１ Googleトレンドにおいて示された「核融合」を検索キー
ワードとするニュース．

表２ Googleトレンドに示された「核融合」を検索キーワードと
するピークの年月と対応すると思われるニュース．
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向を調べた結果によると，「核融合」のページ閲覧数

１１８８２０であり，その順位は３５５位であると報告されている

［１３］．これは，第７位の「福島第一原子力発電所」のペー

ジ閲覧数１４６９３０９の１割に満たないが，非専門家が核融合

を知るうえで，Wikipedia の影響が大きいことを如実に示

している．Wikipedia において良質なコンテンツを用意し

ておくことは，このような突発的な事態においても国民の

理解を得る上で効果的であることを示唆している．

４．３ 核融合ポータルの必要性
これまでに示したように，インターネットで核融合につ

いて検索した場合に現れる画面は多種多様な情報を含んで

おり，核融合コミュニティが見せたい情報に直結するよう

には構成されておらず，また，非専門家の検索者にとって

は質の高い（かつ理解しやすい）情報にアクセスしやすい

状況ではないと考えられる．このような問題意識は医療分

野においても提示されている．後藤は，インターネットに

おいて「肺癌」と検索し，上位５０に表示されたサイトの中

で，正しい治療方法を提示していたサイトは５割に満た

ず，検索サイトの順位は医療の情報が正しいことを担保し

ないことを明らかにした［１４］．また，そのような状況の改

善方法として「がん情報．net」というポータルサイトの設

置を進め，正しい情報の普及に努めるとまとめている．同

サイトの更新は２０１０年を最後に停止しているものの，Goo-

gle において「がん」と検索すると，国立がん研究センター

がん対策情報センターの「がん情報サービス」が上位に来

るようになっており，後藤らの提唱するポータルサイトと

して機能していると考えられる．

情報ノイズに溢れた広大なネット空間の中において，核

融合に関する良質な一次情報にたどり着いてもらうために

は，そのような情報群への入口すなわち「核融合ポータル」

を明確化することが効果的であるといえる．実際に，核融

合ポータルの機能を志向したホームページ等を設置してい

る例は数件見られる．先ず，筆者によって設置されたホー

ムページは，核融合解説サイト，核融合研究施設見学の案

内，核融合関連研究室への誘導や，一般書や専門書の紹介

を含んでおり，かつてはFacebook の機能と連動して公開

されたが，その後のFacebookの仕様変更に対応しきれず，

開店休業中となっている［１５］．高畑氏は，同様のコンセプ

トで，より上質のコンテンツをBlog 等で提供している

［１６］．しかし，やはり個人の活動には限界があり，前述の

がん情報サービスのような公的なポータルサイトの設置が

求められる．

核融合ポータルを設置する場合，核融合コミュニティサ

イドからの一方向性のコンテンツを個々に充実させるとい

う方策のみでは，アウトリーチとしての効用に限界がある

ことも示唆される．アウトリーチにおける双方向性とは，

情報発信者と受信者の濃密なコミュニケーションを必ずし

も必要とするものではなく，受信者たる社会が必要として

いる情報を，発信者たる研究者サイドが常に意識し，提供

できるような仕組みを構築するような姿勢であると捉える

方が建設的ではないだろうか．Facebook の核融合科学研

究者コミュニティは，従来のメーリングリストや掲示板よ

りも双方向的な機能と使いやすさから，今後も活用が進む

と考えられる．このような双方向性をアウトリーチにも活

用できないかどうか，更なる検討が必要である．

４．４ まとめにかえて
本章では，核融合に興味を持った非専門家がインター

ネット上で情報を得ようとする場合，必ずしも核融合研究

コミュニティの期待するサイトを辿っていないことを指摘

した．核融合という言葉を広く知ってもらうことはもちろ

ん重要であるが，核融合という言葉を知った人に，ポジ

ティブな印象を持ってもらうための工夫は必須である．具

体的な方策として，インターネットにおける核融合の位置

付けの分析をもとに，Wikipedia の核融合関連記事の専門

家による編集や，核融合ポータルの必要性を指摘し，核融

合コミュニティとしての方策が重要であることについても

言及した．

他の科学技術分野と比しても巨額の研究費を投じる核融

合においては，インターネットアウトリーチ活動は極めて

重要である．炎上を恐れて，情報発信を極度に制限するこ

とは，社会との貴重な接点を自ら封鎖することを意味す

る．社会のニーズを的確に捉え，戦略的かつ積極的な広報

戦略を取ることによってインターネットを有用なアウト

リーチの手段として組織的に用いることは可能であろう．

ITERのファーストプラズマ，そして核燃焼プラズマの達

成という近い将来に控える盛大な「祭り」を迎えるにあた

り，インターネットアウトリーチの重要性は益々増してい

くと考えられる．
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